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（通常の学級、２０１６．５．１）

学級数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 世帯数

精義小

6 29 28 37 34 29 34 1,988

立教小

6 15 19 22 22 25 16 1,430

城東小

5 10 12 9 7 17 8 846

ここで複式学級

4,264


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
オバマ米大統領　広島訪問「核兵器のない世界」へ
日本共産党は、オバマ大統領の広島への訪問について、現職米大統領として初めて原爆被爆地・広島を訪問することになったのは「被爆者の方々、被爆地のみなさんが強く望んでいたことでもあり、重要な前向きの一歩である。」「この一歩を『核兵器のない世界』に繋げるためには、核兵器禁止条約の国際交渉を始めることが必要であり、そうした方向にむけて核兵器政策の真剣な見直しに踏み出すことをオバマ大統領に強く求めたい。」と考えています。

しかし、日本政府の姿勢が二つほど問われています。　　　　　　　　　　　　ｐ一つは、国連総会での日本政府の対応です。国連総会では、毎年、圧倒的多数で核兵器禁止条約の国際交渉開始を求める決議案が採択されています。ところが日本政府は、１９９６年の総会から昨年の総会に至るまで２０年連続で「棄権」しています。アメリカの顔色をうかがってのこの態度は、被爆国の政府の態度としては、情けないかぎりです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐもう一つは、「核兵器のない世界」を実現するための「法的措置」を検討するためスイスのジュネーブで開かれている国連の作業部会での対応です。この部会は、大多数の国が核兵器禁止条約の必要性を強調する画期的会議となっていますが、核保有国５カ国がボイコットするもと、日本政府はこの会議で、核兵器禁止条約に背を向けて、「段階的アプローチが現実的」などと主張し、核兵器廃絶を永久に先送りする核保有国の代弁者というべき役割を果たしています。　　　　　　　ｐ核兵器禁止条約の交渉を開始せよという訴えは、広島の「平和宣言」でも毎年世界に発信している被爆地の声でもあります。これを国連総会では「棄権」し、ジュネーブの会議では妨害する。この日本政府の態度を根本から改めることを求められます。オバマ大統領の広島訪問は前向きの一歩ですが、それをぜひ「核兵器のない世界」につなげていって貰いたいものです。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
２０１６年　６月議会スケジュール
関連予定　６月　６日（月）午後　５時　６月議会への請願の受付最終日
６月　７日（火）午前１０時　各派代表者会議、議会運営委員会
６月１４日（火）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、提案説明）
６月２０日（月）、２１日（火）、２２日（水）、２３日（木）　
午前１０時  本会議（議案質疑・一般質問）
６月２４日（金）、２７日（月） 　午前１０時　常任委員会
７月　４日（月）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
６・４　桑名市民大集会＆パレード

日時　　　６月４日（土）
場所　　　桑名市役所南　「新矢田公園」
集会　　　１３時３０分～　　
パレード　１４時１５分～１５時３０分　　雨天決行

主催　　　戦争法の廃止を求める桑名市民の会


２０１６年　平和大行進
日時　　　６月１２日（日）午前９時集合
場所　　　桑名市役所南　「新矢田公園」
パレード　桑名市役所―朝日町役場―近鉄川越富洲原駅

６・９宣伝・カンパ活動
日時　　　７月１６日、１９日、２６日、２９日
１７時３０分～１８時まで　
場所　　　桑名駅前（東ロータリー）
主催　　　原水爆禁止世界大会桑名員弁実行委員会
小学校がなくなる！！「小中一貫教育」導入
５月１１日、第１回「桑名市学校教育あり方検討会」が行われました。この検討会の所掌事務は、「教育委員会の諮問に応じ、望ましい学校教育環境のあり方について調査及び審議を行い、答申する。」となっています。しかし実際は、「学校の再編（統合・廃止）」のアリバイ作りのようです。
教育長からは冒頭、「より良い教育環境を確保し、効果的な教育が受けられるようにするために、学校の再編は避けて通れない。緊急性を帯びた問題であり、大所高所から検討して方向性を示してもらいたい」という話がありました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ当日、委員長になった赤沢早人奈良教育大准教授に、① 桑名市における「小中一貫教育」について、② 小規模校への対応について、③ 中学校区を基本とした地域毎の学校施設の具体的な形態について、の３点の諮問書が交付されました。諮問の理由の中には、「『小中一貫教育』を本市の教育に合った形で取り入れていくことが必要と考えている。」「『小中一貫教育』の推進と小規模校対策を行う上で、地域における施設の配置等をはじめ、学校教育施設のあり方についても検討する必要があります。」と書かれています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐスケジュールでは、今年度中に１０回ほど委員会を行い、年度末には答申を出すことになっています。よく見ると広く「市民の意見を聞く」予定は入っていません。ここだけで決めようとしているようで心配です。　　　　　　　　　　　　　　ｐ教育委員会事務局からは資料に基づいて１、「小中学校の現状等」と２、「小中一貫教育」、３、アンケートの実施について説明がありました。　　　　　　　　　　　　　　１、桑名市の教育課題として、教育長も挨拶で言った５つが報告されました。　　　① 学力（体力）・学習意欲の向上（小学生の国語が低い）                       ② 小学校から中学校への滑らかな接続（不登校など）　　　　　　　　　　　　　　　③ 小規模校への対応（小学校２７校中１１校で単学級、複式学級も発生）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④ 老朽化の進む学校施設への対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤ 教員の意識改革と指導力向上（世代交代で教師経験１０年以下が５０％）               ２、「小中一貫教育」については、求められる背景として５点　　　　　　　　　　　① 法改正 ② 教育内容の量的・質的充実への対応  ③ 児童生徒の発達の早期化 ④ 進学時の不登校（いじめ・暴力） ⑤ 少子化等による社会性育成機能の強化      全国での「小中一貫教育」の実施状況、ねらい、成果、課題（問題点）、他市の例（宇治市、姫路市、奈良市）、国の動向等が話された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ桑名市教育委員会の考え方は、「『小中一貫教育』を推進する事は、本市教育の課題を解決する方策になりうる。」「全市的な『小中一貫教育』の導入を本市にあった形で取り入れていくため、今年度から本格的な議論を進める。」にあります。　　　　　　　　　　３、アンケートは、小６、中１、教職員全員と年代別に市民計３０００人を対象に実施し、内容は、次回６月１日に再検討し、決定する。　　　　　　　　　　　　ｐ「小中一貫教育」を前提で進めていく委員会にまともな答申は期待できません。まずは、条例にあるように「望ましい学校教育環境のあり方について調査及び審議」について真摯に議論をしてほしいものです。そして、現場の調査・聞き取りを最優先にやって欲しいものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐ「小中一貫教育」「小中一貫校」については、次号で予定しています。
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精義小学校　　　　　　　立教小学校　　　　　　城東小学校
水道料金４０％、下水道利用料金２１％値上げ
５月１１日（月）に行われた桑名市議会「全員協議会」で上下水道部から「桑名市上下水道経営戦略について」の報告がありましたが、内容は２０１７年度からの上下水道料金の値上げでした。
上下水道事業管理者が、「資料」に基づき長々と読み上げていくだけの一方的な報告で、「質問できない」、「意見も言えない」もので、議会は何なのか問われるものでした。黙っていると理解したもの（同意した）と思われてしまいます。
３月に作成したという「資料（桑名市上下水道事業経営戦略）」は事前の配布を拒否して当日の配布でした。報告の中で「水道料金は平成２９年度５.２億円増（２７.４％）、平成３３年度２.４億円増（１２.６％）の料金改定、下水道使用料は平成２９年度（２１.３％）の料金改定を行う方針とする。」とありました。腹立たしい限りでした。住民は、節水はできても、値上げは防衛できません。３月に発足した「桑名市上下水道事業経営審議会」（高齢者と素人が多い）に報告するようですが、これも期待できません。料金改定なしに経営を持続する事は出来ないといい、市民及び市議会からの理解を得たいという説明です。
１１月に市長選があるとするならば、伊藤市長ははっきりと料金の値上げを言うべきです。行政の民間委託が進む中で、「命の水」を全面民間委託まで言っていないのがせめてもの救いなのかもしれません。
しかし、こんな重大な事を議会で論議させない伊藤市政は問題です。
１３日（水）の｢都市経済委員会｣では、議長に当局に質問・疑問に答える機会を早急につくるよう求めました。　（２７日に都市経済委員会協議会開催を決定）
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２５８　　　　２０１６年　　５　月　１９　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































